
防衛費のアップより国民生活の防衛が先だ 

 

近所の商店街やスーパーなどで買い物をすると、生活に欠かせない食料品などの急激

な値上がりが気になる。「年金生活者」にとって、物価上昇の影響は大きなものがある。

国民の不満が渦巻いている。これは経済政策の失敗によるものではないか。今回の参院

選について考えているとき、『AERA』7月 4日の表題の姜尚中「eyes」に目がとまった。

久しぶりに紹介したい。 

参院選が始まりました。有権者にとって、いまの日本が抱える切実な問題の筆頭は「イ

ンフレ」ではないでしょうか。この問題の解決にメリハリをつけるためには、為替や金

融、財政や税制にわたってアベノミクスの弊害の是正が不可欠です。米国などは物価上

昇に伴い賃金も上がっています。しかし、日本はアベノミクス以来、史上空前の金融緩

和が続き、円安、株安、債権安のトリプル安になりかねない、現在の異常なスピードで

進みつつあるインフレに有効な手を打てない苦境にあります。 

先進諸国で金利の政策的な運用を事実上封じられ、内外の金利格差を容認せざるをえ

なくなっているのは日本だけです。しかも賃金上昇は不発のまま、秋以降、値上げラッ

シュで物価上昇の負担が国民生活を直撃しかねません。 

それを避けるためにはまず、応急の手当てが必要です。消費税をどうするのか、与党

などが賛成して 5月 31日に成立した補正予算の物価高騰対策は適当なのかも含めて、

まさしくこのインフレをどう乗り越えていくのかが最大の焦点にならざるを得ないは

ずです。 

経済学者のケインズは「レーニンはまったく正しかった。社会の基盤をくつがえすに

は、通貨を堕落させることほど巧妙で確かな方法はない」と述べています。このセオリ

ーは幸か不幸か、ロシアのウクライナ侵攻で現実味を帯びつつあります。日本でも第 1

次世界大戦のインフレの余波で米騒動があったように、インフレと食料危機が結びつき、

社会的な騒擾に発展しかねません。 

インフレを乗り越えるためにも、与党であれ、野党であれ、抜本的なインフレ対策が

ない政党は、選挙でふるいにかけられるはずです。今後、物価上昇と景気の低迷、スタ

グフレーションに陥ることも懸念されるとすれば、防衛費の大幅な増強や防衛費を GDP

比 2％にするといった政策課題は、何よりも国民生活の防衛が成し遂げられて初めてア

ジェンダにのせるべき課題のはずです。 

国民生活の防衛を蔑ろにしてまで兵器や装備に膨大な予算を計上するなど、本末転倒

ではないでしょうか。 

 

世論調査でも国民の不満の声が高まりつつあるが、ウクライナ戦争により、軍拡への

関心も高い。参院選の結果は国民生活だけでなく、日本の行方を左右するであろう。 

                             (2022年 7月 5日) 


